
 

評価対象課題に対する事前意見 

 

研 究 名 重重要要イインンフフララのの即即時時被被害害検検知知・・強強震震モモニニタタリリンンググシシスステテムムのの開開発発  

 

欠席の委員からのご意見 

 

○頻発する地震時の構造物の被害状況を即時に把握可能なシステム開発をされている。現地確

認よりも早く把握できるメリットは大きい。 通常時からのデータ取得により、異常検知シ

ステムへと発展できる可能性もある。 

 

○コストが従来の 1/10以下と示されている。多くの橋梁に設置できるよう努めてもらいたい。  
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1．開会 
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4．評価方法・評価結果の扱いについて  
5．議事 

＜令和 4年度新規事項立て研究課題の事前評価＞     
・RC造マンションの既存住宅状況調査等の効率化に向けたデジタル新技術の適合性評価 
基準の開発 

・既存オフィスビル等の省エネ化に向けた現況診断に基づく改修設計法に関する研究 

6．国総研副所長挨拶 
7．閉会 
 

  

  

会会  議議  資資  料料  
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注）資料 3については、研究評価委員会分科会当日時点のものである。 

 

日時：令和 3年 7月 15日（木）  

場所：WEB開催 

国国土土技技術術政政策策総総合合研研究究所所研研究究評評価価委委員員会会  分分科科会会  
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評評価価方方法法・・評評価価結結果果のの扱扱いいににつついいてて 

（第二部会） 

 

１１  評評価価のの対対象象  

・令和 4年度新規事項立て研究課題 

※事項立て研究課題：国総研が自ら課題を設定し、研究予算(行政部費）を確保し実

施する研究課題 

 

２２  評評価価のの目目的的  

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」、「国土交通省研究開発評価指針」に基

づき、外部の専門家による客観性と正当性を確保した研究評価を行い、評価結果を研

究の目的、計画の見直し等へ反映することを目的とする。 

  

３３  評評価価のの視視点点  

必要性、効率性、有効性について、以下の観点を踏まえ、事前評価を行う。 

【必要性】科学的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等 

【効率性】計画・実施体制の妥当性等 

【有効性】新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の育成等 

 

評価にあたっては、研究開発課題の目的や内容に応じ、研究課題毎に初期、中期、

後期の段階に振り分け、それぞれの段階に応じて、以下の留意すべき点を踏まえた評

価を行う。 

初期段階：先進的あるいは挑戦的な取組 

中期段階：実用化に向けた取組 

後期段階：普及あるいは発展に向けた取組 

 

４４  進進行行方方法法  

（１）研究課題の説明（１０分） 

 

（２）研究課題の評価（３０分） 

① 主査及び各委員により研究課題について議論を行う。 

② 審議内容、評価等をもとに、主査が総括を行う。 

  

５５  評評価価結結果果ののととりりままととめめ及及びび公公表表  

評価結果は審議内容、評価用紙等をもとに、後日、主査名で評価結果としてとりま

とめ、議事録とともに公表する。 

なお、議事録における発言者名については個人名を記載せず、「主査」、「委員」、

「事務局」、「国総研」等として表記する。 

 

６６  評評価価結結果果のの国国土土技技術術政政策策総総合合研研究究所所研研究究評評価価委委員員会会へへのの報報告告  

本日の評価結果について、今年度開催される国土技術政策総合研究所研究評価委員

会に分科会から報告を行う。 
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ＲＣ造マンションの既存住宅状況調査等の効率化に向けた
デジタル新技術の適合性評価基準の開発

事前評価

研究代表者

課題発表者

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 建築研究部長 長谷川 洋

： 材料・部材基準研究室長 三島 直生

： 建築研究部

： 令和４年度～令和６年度

： 約３４百万円

： 中期段階

資料３－１

1

既存住宅状況調査等の普及の重要性 研究開発の背景・課題

• 脱炭素社会に向けて既存住宅の流通促進が必要不可欠。

→ 既存住宅の購入に対する消費者の不安（老朽化や瑕疵等）の解消が必要。

⇒ 取引時に劣化状況や不具合の有無を確認する「既存住宅状況調査（インス
ペクション）」や「既存住宅に係る瑕疵保険」の現場検査の普及が重要。

既存住宅流通シェアの国際比較(H30）

（H30住宅・土地統計調査、住宅着工統計他）
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【住生活基本計画（全国計画）（令和３年3月19日閣議決定）】

（成果指標） 住宅性能に関する情報が明示された住宅の既存住宅流通に占める割合 ： 15％（令和元）→ 50％（令和 12）

* 瑕疵保険への加入のほか、インスペクション等を実施した安心R住宅を新たに含めたもの

背景①

既存住宅を選ばなかった理由
（R1政策レビュー既存住宅流通市場の活性化、

国土交通省）

建物調査（インスペクション）の
利用状況に関する国際比較

日本

既存住宅購入経験者のうち、
インスペクションを利用した
者は、１１割割未未満満にとどまる。

アメリカ

買主の約約８８割割がインスペク
ションを実施（買主が依頼）

イギリス

買主の約約８８割割がインスペク
ションを実施（買主が依頼）

（R1政策レビュー既存住宅流通

市場の活性化、国土交通省）

2
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既存住宅状況調査等の普及に向けた技術的課題

3

研究開発の背景・課題

• 既存住宅状況調査等の現行の調査方法は目視・計測が中心

→ 非効率な点や技術者の経験の差による判定誤差等の問題

→ 調査実施の課題＊の一つとして「十分な経験を持つ調査技術者が少ない」

• 既存住宅状況調査等の現場検査に「デジタル新技術」を活用することで、調査
の効率化や精度向上が期待されている。

背景②

・既存住宅状況調査、瑕疵保険の現場検査、フラット35物件検査について、同時に実施する例や
他の現場調査の結果を活用する例があり、このような各種調査の効率化の取組を推進していく
べきである。

・中長期的には、ドローン・点検ロボット等を用いた検査手法の整理や、赤外線やサーモグラフィ等
の検査機器を用いた検査方法の開発や判断基準の策定等を行うべきである。

○ 社会資本整備審議会「既存住宅流通市場活性化のための優良な住宅ストックの形成及び消費者保護の
充実に関する小委員会とりまとめ」（令和３年１月）】

【既存住宅に係る各種調査の効率化と状況方法基準合理化等】 ②今後の方向性

＊既存住宅状況調査の実施状況に関するアンケート調査（国土交通省・令和２年９月実施）

＝② 住宅履歴情報を活⽤した効率
的な調査⽅法の検討報告書作成

（⾃動作成・書式調整） → 履歴情報等のデータ利活⽤による
調査の効率化および精度改善、
報告書作成の効率化

数分〜数⼗分程度

各計測結果は履歴
情報と関連付けて
図⾯上の位置情報
とともに保存

「デジタル新技術」の導入に係る課題

4

研究開発の背景・課題

〈現⾏の調査⽅法〉:⼿作業で計測・記録・報告書作成

5〜10分程度

計測等 記録
報告書作成
（整理・転記）写真撮影

数時間〜半⽇

＝

数分程度

〈新たな調査⽅法〉: デジタル新技術を⽤いた計測･解析、データの表⽰・管理
スマホ等で撮
影・計測・解析

⇓
位置情報ととも

に保存

① 形状・⼨法計測、画像の⾃動解析等のデジタル新技術を活⽤した計測・解析

ひび割れ幅
0.3mm未満
0.3-0.5mm
0.5-1.0mm
1.0mm以上

例1) 画像の⾃動解析によ
る「ひび割れ幅」の計測

→ 調査業務の効率化、計測精度の向上・判定誤差の解消

画像から⾃動でひ
び割れを抽出し、
ひび割れ幅を計測

⇓
⾃動でひび割れ図

を作成
⇓

⾃動でひび割れの
量を集計

例2) 形状計測による「鉄筋
露出部の⼨法」の計測

形状計測によ
り劣化部位の
詳細な凹凸等
を記録
⇓

形状データか
ら劣化範囲の
⼨法、⽋損深
さなどを計測

【【デデジジタタルル新新技技術術にによよるる効効率率化化ののイイメメーージジとと実実現現にに向向けけたた技技術術的的課課題題】】

デジタル新技術の適切な導⼊により
調査の効率化及び精度向上

・使⽤機材︓少 ・精 度 ︓⾼
・転記作業︓無 ・作業時間︓短
・作 業 量 ︓少 ・情 報 量 ︓多

課題①：既存住宅状況調査等の現場検査へのデジタル新技術の導入に際して、拠り所とな
る考え方や基準等が未整備

課題②：調査結果のデジタル化、過去の調査結果・改修履歴等の活用が進まない

技術的課題

技術導入のための基準等
が未整備（課題①）

履歴情報のデジタル化や
活用が進まない（課題②）

イインンススペペククタターーははどどののよよううなな技技術術
がが活活用用ででききるるかかわわかかららなないい？？？？
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研究の目的・目標

5

【アウトプット指標】

• 「既存住宅状況調査」及び「既存住宅に係る瑕疵保険」の現場検査におけるデジタル
新技術の適合性評価基準

【アウトカム指標】
• 現場検査の効率化や精度の向上による「既存住宅状況調査」等の普及促進

• 消費者の既存住宅の取得に係る安心感を高め、既存住宅の流通促進による環境負
荷の低減に寄与

• 開発目標の明示による民間での調査診断に係るデジタル新技術の開発促進に寄与

目標

供用期間が長く流通量の多いＲＣ造マンションを対
象とし、「既存住宅状況調査」や「既存住宅に係る瑕
疵保険」の現場検査について、開発の進むデジタル
新技術の適正な導入の促進により調査の効率化及
び精度向上を図るための適合性評価基準を開発。

目的

研究開発の必要性と目的・目標

0
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10,000
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３
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７
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３
月

４
～
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H30年 H31年・R元年 R２年

成
約
件

数
（
件
）

マンション 戸建住宅

首都圏および近畿圏における既存住宅流通量

の推移（指定流通機構における成約物件の動向）

1. 各種の計測・解析技術の適合性評価基準

2. 住宅履歴情報を活用した効率的な調査方法
の検討

【必要性】
• 既存住宅状況調査等の現場検査の普及のための技術的対策として、デジタル

新技術の活用による調査の効率化や精度向上が期待されている。しかし、各
種のデジタル新技術の現場検査への導入に際して、その拠り所となる適合性
の評価基準が存在しないため、本研究の実施が必要である。

【有効性】
• デジタル新技術の適正な導入が促進されることで、既存住宅状況調査等の普

及が進み、既存住宅の流通促進による環境負荷の低減に寄与する。

（波及効果のイメージ）

研究開発の必要性・有効性

6

必要性・有効性

研究開発の必要性と目的・目標

「既存住宅状況調査」等
に対するデジタル新技術
の適合性評価基準の整備

現場検査へのデジタル
新技術の導入が促進

「既存住宅状況調査」や
「既存住宅に係る瑕疵保
険」の一層の普及

消費者の既存住宅の取得に
係る安心感の高まり既存住宅の流通促進

民間でのデジタル新
技術の開発促進

環境負荷の低減

信信頼頼性性のの向向上上
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① 各種の計測・解析技術の適合
性に関する評価基準の開発

② 住宅履歴情報を活用した効率的
な調査方法の検討

具体的な研究内容および個別テーマ

7

研究内容

1)デジタル新技術による劣化事象

の検出精度の検証

2)新技術の適合性の評価基準の開

発

保存

参照

1)調査に必要な履歴情報の選定

2)調査・実験等により履歴情報のデジタ
ル化技術の効率性等を検証

3)履歴情報の具体的な活用方法の検討

劣劣化化のの原原因因推推定定 →→ 建建物物寿寿命命のの推推定定

時系列的な
履歴情報

デジタル新技術の普及による、既存住宅状況調査等の

高精度化、高効率化

正確かつ網羅
的な計測

【技術的課題①に対応した内容】 【技術的課題②に対応した内容】

① 各種の計測・解析技術の適合性に関する評価基準の開発

8

研究内容

11)) デデジジタタルル新新技技術術にによよるる劣劣化化事事象象のの検検出出精精度度のの検検証証

測定値(mm)

実
際
の
ひ
び
割
れ
幅
(m
m)

評
価

対
象

範
囲

(
0
.
5m

m以
上

）

適適合合性性評評価価基基準準のの検検討討イイメメーージジ
（（ひひびび割割れれ幅幅のの計計測測のの例例））

精精度度検検証証実実験験用用試試験験体体

22)) 新新技技術術のの適適合合性性のの評評価価基基準準のの開開発発

・劣化事象の検出精度を調査・実
験等により検証
（影響要因：仕上げ、使用環境、安定性、等）

・新技術の劣化対象ごとの適用性評価

・具体的な活用方法の検討

劣化
種類

適用
技術

画像・形状計測

AI抽出・判定
画像解析 画像・形状計測

実実建建物物をを対対象象ととししたた実実証証実実験験

評評価価項項目目 評評価価内内容容

測定データの分解能 画像：解像度、形状計測：解像度

測定精度 寸法精度(mm)、角度精度(°)、測色精度（色差）

劣化事象の自動認識の精度 ひび割れ(幅)、剥離・浮き、漏水痕、傾斜・変形

外乱事象の影響度 温度、振動、明るさ、風、騒音

測定効率 測定時間、装置サイズ、装置重量、装置電源

評評価価項項目目・・内内容容ののイイメメーージジ

・実態調査および実験結果等の分析

・新技術の適合性の評価基準を開発
どどのの程程度度のの性性能能・・検検査査精精度度ががああ
れればば「「既既存存住住宅宅状状況況調調査査」」等等のの

現現場場検検査査へへ利利用用ででききるるかか？？

基礎コンクリート
の劣化

赤赤いい領領域域が測
定結果が適合
している領域
を示す

赤い領域を決
定する赤赤いい破破
線線および緑緑のの
一一点点鎖鎖線線が評
価基準となる

ひび割れ
バルコニーの鉄筋露出、
漏水、エフロレッセンス
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② 住宅履歴情報を活用した効率的な調査方法の検討

9

研究内容

1) 調査に必要な履歴情報データの選定
デデーータタのの記記録録、、表表示示、、管管理理、、
利利活活用用等等のの観観点点かからら必必要要最最

低低限限ののデデーータタをを選選定定

建建築築図図面面 耐耐震震診診断断結結果果 大大規規模模改改修修時時のの情情報報

新新規規のの既既存存住住宅宅状状況況調調査査等等（（イイメメーージジ））

各種設計図面、
使用材料、仕様

劣化位置、状態、
改修位置、仕様

調調査査のの効効率率化化
調調査査精精度度のの向向上上
BBIIMMデデーータタのの活活用用

2) 調査・実験等により履歴情報の
デジタル化技術の効率性等を検証

ススママホホ・・タタブブレレッットト等等
ののモモババイイルル端端末末

施工管理アプリ
等の活用

紙媒体を撮影して
そのままpdf化

↓
図面化

必要項目のデータ
ベース化

↓
調査項目との連携

3) 履歴情報の具体的な活用方
法の検討

情報参照

調査結果
の記録

報報告告書書のの
自自動動作作成成

過去の補修位置で劣化が発生
していないか？
⇒⇒補補修修部部のの早早期期劣劣化化のの可可能能性性

類似の劣化が別の場所で時
間差で発生していないか？
⇒⇒全全体体的的にに劣劣化化がが進進行行ししてて
おおりり今今後後もも続続くく恐恐れれ

耐震性能、配筋、
コンクリート強度、

中性化深さ

日日本本建建築築学学会会「「鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト造造
建建築築物物のの試試験験・・検検査査研研究究小小委委員員会会」」

建建物物調調査査にに関関すするる新新技技術術のの調調査査

研究の実施体制

10

研究の実施体制

（（国国研研））建建築築研研究究所所
RRCC構構造造物物のの劣劣化化メメカカニニズズムムのの把把握握・・

分分類類とと評評価価方方法法

現現地地調調査査へへののドドロローーンンのの活活用用

大大学学、、 UURR都都市市機機構構、、

既既存存住住宅宅状状況況調調査査技技術術者者講講習習団団体体

住住宅宅履履歴歴情情報報蓄蓄積積・・活活用用推推進進協協議議会会

住住宅宅瑕瑕疵疵担担保保責責任任保保険険協協会会

国国総総研研
建建築築研研究究部部

（（技技術術評評価価基基準準のの開開発発））

国国総総研研
住住宅宅研研究究部部

維維持持管管理理BBIIMMモモデデルル
をを活活用用ししたた公公共共賃賃貸貸
住住宅宅のの管管理理手手法法

国国総総研研
道道路路構構造造物物

研研究究部部
土土木木系系構構造造物物のの点点

検検支支援援技技術術

情報
提供

情報
提供

連携（共同研究）

意見交換、情報交換

本本省省 住住宅宅局局

（（施施策策へへのの反反映映））

連携

NNEEDDOO事事業業（（RR22））

建建築築確確認認検検査査等等へへのの新新技技術術活活
用用にに関関すするる調調査査

情報提供

連携（予定）

イインンフフララDDXX
研研究究推推進進

本本部部
33DDデデーータタのの活活用用
情情報報通通信信技技術術

－ 45 －



研究計画

11

研究計画

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度 総研究費

R4 R5 R6 研究費配分

（研究費［百万円］） 10 12 12 総額34

①－１)
デジタル新技術による劣化事象の検出精
度の検証

約16 ［百万円］

①－２) 新技術の適合性の評価基準の開発 約8 ［百万円］

②－１） 調査に必要な履歴情報データの選定 約1 ［百万円］

②－２）
調査・実験等により履歴情報のデジタル化
の効率性等を検証

約4 ［百万円］

②－３） 履歴情報の具体的な活用方法の検討 約5 ［百万円］

・デジタル新技術について、既存の調査結果等を最大限に活用
・関係機関との連携により各分野で進行中の最新の知見も反映
・基準の開発にあたっては、実験等による客観的検証を実施
・本省や関係団体と連携しつつ社会的妥当性の検証を行うことで、着実な社会実装につなげる

効率性

＜既存の調査結果の例＞
 建建築築系系： NEDO事業「建築確認検査等への新技術活用に関する調査」報告書（R2年度）、等
 土土木木系系：国土交通省「点検支援技術性能カタログ(案)」（R2年6月公開）、i-Constructionコンソーシアム資料、等
＜各分野で進行中の最新の知見との連携＞
 本本省省住住宅宅局局：既存住宅性能評価（現況検査）及び既存住宅状況調査方法基準の整合化・合理化等に関する検討（基準整備促進事業 M11）
 国国総総研研住住宅宅研研究究部部：維持管理BIMモデルを活用した公共賃貸住宅の管理手法（PRISM）
 （（国国研研））建建築築研研究究所所：RC建築物の劣化状況、調査におけるドローン等の活用に関する研究
 日日本本建建築築学学会会「「鉄鉄筋筋ココンンククリリーートト造造建建築築物物のの試試験験・・検検査査研研究究小小委委員員会会」」：標準化されていない最新の調査技術の情報の調査

補足資料：用語説明 / 政策内容

部位 劣化事象等 ⽅法

⼀ 基礎（⽴ち上がり部分を
含む。）

幅0.5mm以上のひび割れ 計測⼜は⽬視
深さ20mm以上の⽋損幅 計測⼜は⽬視
コンクリートの著しい劣化 打診⼜は⽬視
さび汁を伴うひび割れ⼜は⽋損（⽩華を含む。） ⽬視
鉄筋の露出 計測⼜は⽬視

⼆ 床 著しいひび割れ、劣化⼜は⽋損（さび汁、⽩華⼜は鉄筋の露出を含む。） 計測⼜は⽬視
6/1000以上の勾配の傾斜 計測

三 柱及び梁 著しいひび割れ、劣化⼜は⽋損（さび汁、⽩華⼜は鉄筋の露出を含む。） 計測⼜は⽬視
柱の著しい傾斜 計測⼜は⽬視

四

外
壁

イ コンクリート打放し⼜は
塗装仕上げ

幅0.5mm以上のひび割れ 計測⼜は⽬視
深さ20mm以上の⽋損幅 計測⼜は⽬視
コンクリートの著しい劣化 打診⼜は⽬視
さび汁を伴うひび割れ⼜は⽋損（⽩華を含む。） ⽬視
鉄筋の露出 計測⼜は⽬視

ロ タイル仕上げ（湿式
⼯法）

下地材まで到達するひび割れ、⽋損、浮き、はらみ⼜は剥落 計測⼜は⽬視
複数のタイルにまたがったひび割れ⼜は⽋損 計測⼜は⽬視
仕上材の著しい浮き 打診⼜は⽬視

ハ 塗壁仕上げ 下地材まで到達するひび割れ、⽋損、浮き、はらみ⼜は剥落 計測⼜は⽬視
仕上材の著しい浮き 打診⼜は⽬視

五 バルコニー及び共⽤廊下 ⽀持部材⼜は床の著しいぐらつき、ひび割れ⼜は劣化（さび汁、⽩華⼜は鉄筋の露出を含む。） 計測⼜は⽬視

ＲＣ造等の既存住宅の調査内容（構造耐⼒上主要な部分に係る調査・概要）
■既存住宅状況調査⽅法基準

※2 ■社整審⼩委員会の取りまとめ

・既存住宅状況調査、瑕疵保険の現場
検査、フラット35物件検査について、同時
に実施する例や他の現場調査の結果を
活⽤する例があり、このような各種調査の
効率化の取組を推進していくべきである。

・中⻑期的には、ドローン・点検ボット等を
⽤いた検査⼿法の整理や、⾚外線やサー
モグラフィ等の検査機器を⽤いた検査⽅
法の開発や判断基準の策定等を⾏うべき
である。

（成果指標）
・住宅性能に関する情報が明⽰された
住宅*の既存住宅流通に占める割合
15％（令和元）→ 50％（令和 12）

*瑕疵保険への加⼊のほか、インスペクション
等を実施した安⼼R住宅を新たに含めたもの

※１■住⽣活基本計画（全国計画）
（令和３年3⽉19⽇閣議決定）

【⽬標6 脱炭素社会に向けた住宅循環シ
ステムの構築と良質な住宅ストックの形成】
（１）ライフスタイルに合わせた柔軟な住
替えを可能とする既存住宅流通の活性化

■既存住宅状況調査（インスペクション）

■住宅瑕疵担保履⾏法に基づく既存住宅に係る瑕疵保険（2号保険）

既存住宅の構造上主要な部分等の状況について、現状把握および劣化事象等の有無を確認
することを⽬的として実施する調査。既存住宅状況調査技術者講習を修了した技術者（既存
住宅状況調査技術者）が既存住宅状況調査⽅法基準に従って実施する。宅建業法により既
存住宅の媒介契約締結時に宅建業者が既存住宅状況調査技術者のあっせんの可否を⽰し、
媒介依頼者の意向等に応じてあっせんすることとなっている。

売買契約に伴う保険（既存住宅売買瑕疵保険）と、請負契約に伴う保険（リフォーム瑕疵
保険、⼤規模修繕瑕疵保険）に⼤別される。前者は消費者が安⼼して既存住宅を取得できる
よう、「保険法⼈または建築⼠による検査」と「保障」がセットになった保険制度で、検査基準は既
存住宅状況調査と同じ。

（令和３年１⽉）
【既存住宅に係る各種調査の効率化と状況
⽅法基準合理化等】 ②今後の⽅向性

12

＊既存住宅状況調査技術者講習を修了した建築⼠が実施
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既存オフィスビル等の省エネ化に向けた
現況診断に基づく改修設計法に関する研究

事前評価

研究代表者

課題発表者

関係研究部

研究期間

研究費総額

技術研究開発の段階

： 住宅研究部長 髙橋 暁

： 建築環境研究室 主任研究官 宮田 征門

： 住宅研究部

： 令和4年度～令和6年度

： 約35百万円

： 中期段階

資料３－２
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研究の背景

2

研究開発の背景・課題

• カーボンニュートラル化に
向けた動きが加速。

 2030年46%削減を表明(R3.4)

 改正温対法※成立(R3.5)

• オフィスビル等の徹底した
省エネ、省CO2化が不可欠。

• 新築に比べ、既存オフィスビ
ル等の省エネ化への対応は
遅れている（規制、基準、指
針がない）。

背景

ストック床面積 21億m2 に対し、
新築は 0.4億m2/年（1.9%）

新築・増改築に対する規制（建築物省エネ法）

※ 地球温暖化対策推進法

日本の温暖化ガス排出量

a) 日本全体 b) 民生部門(オフィスビル等, 住宅)

• 民生部門は全体の35%
• 2030年（目標）はH28年

（2016年）対策計画の値

• オフィスビル等が55%を占める
• 温対法改正により、2030年の削

減目標は強化される可能性大。

※ 既存建築物については、主に補助制度等で誘導
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大規模 (2000m
2
以上) 適合義務 (H29.4施行)

中規模 (300〜2000m2
) 適合義務 (R3.4施行)

小規模 (300m
2
未満） 説明義務 (R3.4施行)

届出義務
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研究の背景と課題

3

研究開発の背景・課題

次の3つの手法が未確立。

① 設備の運用実態等（エネルギー消費性能や稼働時間等）を診断する手法

② 診断結果に基づき改修設計をする手法

③ 改修の費用対効果を予測する手法

• 設備の運用実態等を診断して、適切な
省エネ改修設計をすれば大幅な省エ
ネ化が期待できる。

 現状では診断・設計手法等が未確
立で基準等が無く、現状の改修工
事の多くは、同種・同等機器への安
易な入れ替えに留まっている。

• 設備単体ではなく、外皮を含めた建築
物全体で、省エネ化効果が最大となる
ように改修計画を立てることが重要。

背景

課題

2000年製

空調機

2020年製

窓改修

現
況
診
断 改修設計

機器入替
省エネ率

5%

省エネ率
20〜40%

現状の改修工事

現況診断に基づく省エネ改修工事

小型化

現況調査に基づき再設計することで、合理的
な追加投資で、より大きな省エネ効果を。

当初設計時は不確定要素(在室人員やOA機器
の量等)が大きく、オーバースペックになりがち。

4

脱炭素社会に向けた検討会（国土交通省等） 研究開発の背景・課題

国土交通省、経済産業省、環境省 （ R3.4.19, 4.28, 5.19, 6.3, … ）

『脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会』

脱炭素社会に向けた
住宅・建築物における

省エネ対策等の

あり方・進め方（素案）

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/
house/content/001407475.pdf

既存ストック対策としての省エネ改修のあり方・進め方（抜粋）

→ 課題③:費用対効果の予測法

→ 課題②:省エネ改修設計法

→ 課題①:運用実態の診断法

－ 48 －



研究の目的と必要性

5

【必要性】
• オフィスビル等の省エネ化に関する施策・検討は『新築』が中心。既存ストックの省エネ改

修に関する知見・経験が不足。施主に対しても、充分な判断材料が提示されていない。
• より効果の大きい省エネ改修に誘導するためには、本研究の実施により、国が公平・中

立的な観点から技術的な指針やツールを整備して情報発信することが必要。

【有効性】
• 既存ストックの省エネ化によりエネルギー需要を減らし、カーボンニュートラル化を支援。
• 感染症対策や働き方改革で働き方が変化（人員密度減）。設備の小型化・分散化等によ

り省エネ化を促進する好機。 建設産業の活性化、地方創生にも貢献。

必要性・有効性

研究開発の必要性と目的・目標

目的・目標

オフィスビル等を対象として、改修時に省エネ、省CO2効果を
最大化するための技術的指針及び評価ツールを開発

省エネ改修法（診断法、設計法）を纏めた技術的指針 （設計者向け）
省エネ改修の費用対効果予測ツール （ビルオーナー、設計者向け）
省エネ改修の具体的事例集 （自治体、ビルオーナー向け）

より効果の大きい省エネ改修に誘導し、既存ストックの省エネ化を実現。

【アウトプット】

【アウトカム】

研究内容と成果

6

研究内容

研究内容

研究成果

省エネ改修手法
(診断法、設計法)

を纏めた技術的指針
（設計者向け）

研究内容 ①-2)、②-2)の成果

省エネ改修の
費用対効果を

算出するツール
（ビルオーナー、設計者向け）

研究内容 ③-1)、③-2)の成果

現状のエネルギー消費性能
既存躯体の施工上の制約

現状の室の使われ方、気象条件等
現状の設備等の仕様、稼働時間

改修
設計
仕様

評価
結果

③ 費用対効果の予測手法の開発

1) 省エネ量、省CO2量の予測手法の
開発

2) 改修コスト推定モデルの開発

3) 費用対効果予測ツールの開発と検証

② 外皮・設備の改修設計法の

開発

① 現況診断法の開発

1) 診断実施事例の分析、 2) 現況診断法の開発

1) 改修設計事例の分析

2) 改修設計フローの開発

省エネ改修の
具体的事例集

（自治体、ビルオーナー向け）

研究内容 ①-1)、②-1)、③-2) の成果

－ 49 －



個別テーマ①：現況診断法の開発

7

研究内容

①-1：診断実施事例の分析

①-2：現況診断法の開発

• 国交省補助事業等※の採択事業者を対象。
建築研究資料

No.198号（R2.4）
「サステナブル

建築物等
先導事業における

採択事例の
評価分析」

物物件件 採採用用さされれたた省省エエネネ技技術術

事務所H
改修
(H27)

• 高断熱ガラスへの交換

• 既存サッシを活用した
ダブルスキン化

• 人検知センサーによる
空調・換気の制御

ホテルJ
改修
(H28)

• 高断熱ガラスへの交換
• 空調熱源再設計
• 照明のLED化と自動
制御ブラインドの導入

• 駐車場換気ファン縮小

採択物件の例

 調査目的、項目、方法(測定技術)の把握

 時間や費用等の制約の把握

事例調査結果等を基に現況診断法を開発。

• 診断プロセス：一次診断、二次診断に分けて、
診断フローを開発。

• 調査対象項目・方法：制約等に応じて3段階
程度に分ける。調査項目チェックシートを作成。

• 診断結果の見せ方：診断カルテを作成。
開発する現況診断法（診断フロー）のイメージ

１．情報収集 建物の図面、外皮・設備等の仕様の概要
過去３年間の光熱水費 等

目的： 省エネ化の余地があるかどうかを判断。

２．分析 同種の建築物とエネルギー消費量等を比較

１．情報収集 機器毎の運転データ（負荷や消費電力等）

２．分析 機器の運転効率や稼働時間等を算出

目的： 省エネ効果の概算。改修設計に必要となる情報の収集。

一次診断（建物全体を対象）

二次診断（省エネの余地がある箇所のみ対象）

課題：時間や費用等の制約がある中で、合理的
かつ効率的に現況診断を行う方法が未確立。

※ 次の補助事業を想定
• サステナブル建築物等先導事業： 建築物の省エネに係る先導的な技術の普及啓発に寄与するリーディングプロジェクトに対して、補助対象費

用の1/2を国土交通省が支援する事業。
• 既存建築物省エネ化推進事業： 20％以上の省エネ効果が見込まれる躯体及び設備の改修工事に対して、補助対象費用の1/3を国土交通省

が支援する事業。

個別テーマ②：外皮・設備の改修設計法の開発

8

研究内容

• 事例調査結果に基づき、改修箇所を判断する
設計フローを開発。
• 対象は外皮、空調、換気、照明、給湯。

②-1：改修設計事例の分析

②-2：改修設計フローの開発

• 補助事業採択物件等を対象に、改修設計プロ
セスに関するヒアリング調査を実施。

個別テーマ②：外皮・設備の改修設計法の開発 研究内容

課題：外皮を含めた建築物全体で、省エネ効果が
最大となるように改修計画を立てる方法が未確立。

 現況診断データの活用法、分析法を調査。

 改修設計における制約（主に躯体）を把握。

 現況診断データから算出すべき判断指標
及び判断基準を規定。

 設備機器のダウンサイジング手法を開発。

 特に、外皮(壁・窓)の断熱化等による
空調熱源機器の小型化手法を提案。

開発する設計フローのイメージ（照明）

断熱改修等による空調熱源機器の小型化の例

年間消費電力

＞600MJ/m2

制御の有無
無

器具消費電力

発光効率

＜100lm/W

センサー設定値の調整

＞10W/m2

≧100lm/W

机上面照度

＞1000lx

高効率器具に更新

器具数の削減

≦10W/m2 費用をかけずに
省エネ化できる可能性も！

既往調査等に基づき判断基準を規定

判断指標を定義

設計のポイントを明記

制御の導入
有

≦1000lx

改修の必要なし

START 事務所の例

エアコン 換気装置

外気冷温風

エアコン×２ 換気装置

外気
冷温風

人員密度減

過大な能力の機器 実態に合った機器

換気量一定

照明個別制御

小型化

現況診断の結果 改修設計提案

効率低

照明全点灯

換気量最適化
（センサー活用）

断熱化
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個別テーマ③：費用対効果の予測手法の開発
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研究内容

新築ビル用ツール（先行課題で開発）の機能を拡張。

③-1： 省エネ量、省CO2量の予測手法の開発

③-3： 費用対効果予測ツールの開発と検証

省エネ基準の適合性判定ツール
(300m2以上のオフィスビル等の

新築時に必ず使用。15,000棟/年)

新築ビルのエネルギー消費性能評価ツール

項目 新築ビル 既存ビル

気象条件 標準気象
データ

当該地点の気象データ（基整促E12※で
整備した1kmメッシュデータ）

室使用条件 標準室
使用条件

当該室及び設備の使用時間や負荷
（現況調査データから推定）

外皮や機器
の仕様

全て
把握可能

既存部分の把握は困難（築年代別に既
定値を設定。実データで補正）

新築ビルと既存ビルの評価法の違い

③-2： 改修コスト推定モデルの開発

※ 建築基準整備促進事業（E12）: エネルギー消費性能の評価の前提となる気候条件の詳細化に向けた検討（R1〜R2）

補助事業採択事例を調査し、コスト推定モデルを
開発。複数箇所の同時改修によるコスト増も考慮。

費用対効果、省エネ効果、省CO2効果の予想
ツールを開発。実物件に適用し推定精度を検証。

気象条件
室使用条件

費用対効果
予測ツール

計算方法は
新築ツールと同じ

築年数別
既定仕様

改修コスト
推定モデル

現仕様
改修仕様

これらを任意に入力
出来るように変更

機能を追加

入力

省エネ、省CO2量の推定 費用対効果の推定

出力

課題：改修効果を評価する公平・中立的なツールがない。

実施体制

10

研究の実施体制

国国総総研研 住住宅宅研研究究部部

（（技技術術的的検検討討、、統統括括））

設計事務所、総合建設業者等
（設計・施工実務に関わる検討の支援）

（国研）建築研究所
（実改修事例の分析、

予測ツール開発支援）

補助事業等の

採択事業者
（実改修事例の情報提供）

• 本省によるサステナブル建築物先導事業や既存建築物省エネ化推進事業等の採択事例
に関するデータを有効活用し、効率良く研究を進める。

• 設計実務者及び学識経験者と連携し、既往研究成果を最大限活用して研究を進める。

• 地方自治体等と意見交換を行い、成果物の社会実装イメージを固めつつ検討を行う。

研究協力

研究協力、意見交換

本本省省 住住宅宅局局

（（施施策策へへのの反反映映））
地方自治体等
(成果物のレビュー)

学識経験者、学会等
（数値解析に関わる検討の支援）

連携（情報共有） 情報提供

協力
依頼

研究協力、意見交換

意見交換
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研究計画
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研究計画

• 本省による補助事業（サステナブル建築物先導事業や既存建築物省エネ化推
進事業等）の採択事例に関するデータを有効活用。

• 先行課題による 新築ビルのエネルギー消費性能評価ツール（省エネ基準の適
合性判定ツールとして社会実装済） 開発時の知見を活用。

効率性

区分（目標、テーマ、分野等）
実施年度 総研究費

R4 R5 R6 研究費配分

（研究費［百万円］） 12 12 12 総額36

①
現況診断法の開発
1) 診断実施事例の分析
2) 現況診断法の開発

約6
［百万円］

②
外皮・設備の改修設計法の開発
1) 改修設計事例の分析
2) 改修設計フローの開発

約10
［百万円］

③

費用対効果の予測手法の開発
1) 省エネ量、省CO2量の予測手法の開発
2) 改修コスト推定モデルの開発
3) 費用対効果予測ツールの開発と検証

約20
［百万円］

資料 

令和 3年度第 3回国土技術政策総合研究所研究評価委員会 

分科会（第三部会） 議事次第・会議資料 
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